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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第17期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

３ 第18期中間連結会計期間における潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在するも

のの１株当たり中間純損失であるため記載しておりません。 

４ 第17期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号）適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第16期中 第17期中 第18期中 第16期 第17期

会計期間

自 平成16年 
  ８月１日 
至 平成17年 
  １月31日

自 平成17年
  ８月１日 
至 平成18年 
  １月31日

自 平成18年
  ８月１日 
至 平成19年 
  １月31日

自 平成16年 
  ８月１日 
至 平成17年 
  ７月31日

自 平成17年
  ８月１日 
至 平成18年 
  ７月31日

売上高 (千円) ― 1,388,146 1,043,466 ― 2,958,865

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) ― 168,704 △131,173 ― 302,212

中間(当期)純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(千円) ― 94,622 △136,277 ― 162,540

純資産額 (千円) ― 3,814,121 3,618,960 ― 3,963,960

総資産額 (千円) ― 5,074,291 5,869,038 ― 5,781,743

１株当たり純資産額 (円) ― 35,401.17 32,707.62 ― 35,923.36

１株当たり 
中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(円) ― 933.18 △1,274.94 ― 1,554.78

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) ― 918.10 ― ― 1,542.39

自己資本比率 (％) ― 75.2 59.4 ― 66.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △280,734 261,578 ― 340,140

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 251,259 △140 ― △518,860

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 1,378,948 △253,463 ― 1,377,686

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) ― 2,663,697 2,521,165 ― 2,513,191

従業員数 (名) ― 214 292 ― 281



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第16期以前の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

３ 第17期中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、第17期中間会計期間以降の持分法を適用した

場合の投資利益、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動による

キャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末残高は記載しておりません。 

４ 第16期中間会計期間の１株当たり中間配当額200円00銭は、設立15周年記念配当であります。 

５ 平成16年９月21日付で、１株を３株とする株式分割を行っております。 

６ 第18期中間会計期間における潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在するものの１

株当たり中間純損失であるため記載しておりません。 

  

回次 第16期中 第17期中 第18期中 第16期 第17期

会計期間

自 平成16年 
  ８月１日 
至 平成17年 
  １月31日

自 平成17年
  ８月１日 
至 平成18年 
  １月31日

自 平成18年
  ８月１日 
至 平成19年 
  １月31日

自 平成16年 
  ８月１日 
至 平成17年 
  ７月31日

自 平成17年
  ８月１日 
至 平成18年 
  ７月31日

売上高 (千円) 1,192,025 1,171,754 606,839 2,250,283 2,200,191

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) 207,483 216,008 △243,482 346,270 299,712

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(千円) 114,775 122,099 △230,626 191,161 160,167

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 599,350 1,364,517 1,364,517 599,350 1,364,517

発行済株式総数 (株) 100,701 107,740 107,740 100,701 107,740

純資産額 (千円) 2,284,997 3,841,598 3,386,552 2,347,679 3,868,009

総資産額 (千円) 2,763,847 4,354,190 4,362,701 2,896,896 4,581,847

１株当たり純資産額 (円) 22,690.91 35,656.20 31,786.67 22,866.50 35,901.33

１株当たり 
中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(円) 1,139.77 1,204.16 △2,157.62 1,451.44 1,532.08

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益

(円) 1,130.17 1,184.70 ― 1,439.26 1,519.87

１株当たり配当額 (円) 200 ― ― 1,200 1,000

自己資本比率 (％) 82.7 88.2 77.6 81.0 84.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △154,293 ― ― △42,480 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △303,073 ― ― △364,857 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △73,311 ― ― △93,056 ―

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 1,283,941 ― ― 1,314,225 ―

従業員数 (名) 166 164 177 173 172



２ 【事業の内容】 

  当社グループは、当社(株式会社綜合臨床薬理研究所)と連結子会社３社(株式会社日本臨床薬理研究

所、株式会社ベルテール、株式会社ＳＯＧＯメディプラス)及び関連会社２社(株式会社東京健康管理セン

ター、ＨＭＲ株式会社)より構成されております。当社グループは、ＳＭＯ(※１)事業(治験コーディネー

ター(以下「ＣＲＣ」という。)(※２)業務、治験審査委員会(以下「ＩＲＢ」という。)(※３)事務局業

務、治験事務局業務および臨床試験に関する一切の業務）を主な事業とし、その他の事業として健康食品

(特定保健用食品(※４)を含む。)の開発支援業務および健康食品の販売業務を行っております。 

  当社グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 

  なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

 
 (注) 株式会社ＳＯＧＯメディプラスは、平成19年３月９日開催の臨時株主総会において解散を決議し、同日より清 

    算手続きに入っております。 

  当社グループのコア事業であるＳＭＯ事業について 

   当社グループは、臨床試験(以下、「治験」という。)(※５)を実施する医療機関から、治験の実施に

係る業務の一部を受託または代行するＳＭＯをコア事業として、主に医療機関への支援サービスを提供

しております。 

   一般に、医薬品の開発にあたっては、前臨床試験(※６)において、様々な方法でその安全性と有効性

が試されますが、最終段階においては、被験者(※７)を対象とした治験が不可欠となります。当社は、

これら治験を実施する医療機関に対し、ＣＲＣ業務、ＩＲＢ事務局業務および治験事務局業務の包括的

支援サービスを提供することで、治験が適正かつ円滑に実施されるように医療機関の業務を支援してお

ります。 

   それぞれの業務内容は、以下のとおりであります。 

 
  

区  分 会 社 名 事業内容 摘  要

ＳＭＯ事業

株式会社綜合臨床薬理研究所
ＣＲＣ業務、ＩＲＢ事務局業務、治験事
務局業務および臨床試験に関する一切の
業務

当社

株式会社日本臨床薬理研究所
ＣＲＣ業務、ＩＲＢ事務局業務、治験事
務局業務および臨床試験に関する一切の
業務

連結子会社

株式会社ベルテール
ＣＲＣ業務、ＩＲＢ事務局業務、治験事
務局業務および臨床試験に関する一切の
業務

連結子会社

株式会社ＳＯＧＯメディプラス ＣＲＣ派遣業務 連結子会社
株式会社東京健康管理センター ＣＲＣ業務 持分法非適用関連会社
ＨＭＲ株式会社 ＣＲＣ業務 持分法非適用関連会社

その他の事業 株式会社綜合臨床薬理研究所
健康食品(特定保健用食品を含む。)の開
発支援業務、健康食品の販売業務

当社

ＣＲＣ業務

 ＣＲＣは、治験責任医師(※８)の指導の下、インフォームド・コンセント(※９)の取得補助、症例報告

書(※10)への転記・管理、モニター(※11)との対応窓口等、医学的判断を伴わない治験業務の支援を行い

ます。医薬品の治験実施過程において、とりわけ被験者と治験との調整を行い、治験の倫理性、科学性を

保証するための活動を行います。

ＩＲＢ事務局業務

 製薬企業等から依頼を受けた医療機関は、ＩＲＢを開催し、倫理的、科学的及び医学的妥当性の観点か

ら治験実施の適否を判断する必要がありますが、当社は、ＩＲＢ開催の通知、資料の配布、ＩＲＢ議事録

の作成及び審査結果の報告等、その整備・運営に関する支援を行います。

治験事務局業務

 医療機関が治験を実施するにあたり必要となる標準業務手順書(ＳＯＰ)(※12)や各種書類の作成等、治

験事務局の整備・運営に関する支援を行います。



  

   当中間連結会計期間における、関係会社の異動は以下のとおりとなっております。 

  

  〈ＳＭＯ事業〉 

    ① ＨＭＲ株式会社は、平成18年９月29日に出資を行い当社の関連会社となっております。 

    ② 株式会社ＳＯＧＯメディプラスは、平成19年３月９日開催の臨時株主総会において解散 

    を決議し、同日より清算手続きに入っております。 

    

  その結果、事業系統図は以下のとおりとなっております。 

  
 

  

  



（用語説明） 

※１ ＳＭＯ(Site Management Organization：治験施設支援機関) 

 治験(※５)を実施する医療機関から、治験の実施に係る業務の一部を受託または代行する組 

 織。 

※２ 治験コーディネーター(ＣＲＣ：Clinical Research Coordinator) 

 質の高い治験を適正かつ円滑に進めるために、治験責任医師(※８)の指導の下、医学的判断 

 を伴わない治験業務(インフォームド・コンセント(※９)の取得補助、被験者(※７)のケア、 

 治験に携わるチーム内の調整業務等)の支援を行う者。 

※３ 治験審査委員会(ＩＲＢ：Institutional Review Board) 

 医療機関の長、治験責任医師及び製薬企業等から独立した医学・薬学等の専門家及びそれ以 

 外の者によって構成される委員会。 

 当委員会の責務は、治験実施計画書(※13)や被験者から文書によるインフォームド・コンセ 

 ントを取得するための手法及び資料等を審査し、被験者の人権、安全及び福祉の保護を確保 

 することである。 

※４ 特定保健用食品 

 「体の調子を整える」などの働きのある成分を添加し加工した食品で、その効果や安全性が 

 個々の商品ごとに動物や人で科学的に証明され、健康にどのように役立つかを表示して良い 

 と、厚生労働大臣が許可した食品。この許可を得るためには、人を対象とした治験を行い、 

 その有効性と安全性を確認する必要がある。 

※５ 臨床試験(治験) 

 医薬品開発のプロセスにおいて、人を対象として、薬の安全性や有効性を確認するための試 

 験。 

 特に、臨床試験のうち、医薬品の製造(輸入)承認または承認事項の一部変更承認を申請する 

 際に提出すべき資料の収集を目的として実施される試験を治験という。 

※６ 前臨床試験 

 動物を用いて安全性、有効性等を検討するための試験。非臨床試験ともいう。 

※７ 被験者 

 治験に参加し、治験薬を投与される者またはその対象となる者。 

※８ 治験責任医師 

    医療機関において、治験の実施に関して責任を有し、治験に係る業務を統括する医師または 

 歯科医師。 

※９ インフォームド・コンセント 

 被験者の治験への参加を決定する際に、治験に関するあらゆる角度からの説明が充分なされ 

 た後に、被験者がこれを理解し、自由な意思によって治験への参加に同意し、書面によって 

 そのことを確認すること。インフォームド・コンセントは、被験者と担当医師による署名と 

 日付が記入された同意文書をもって証明される。 

※10 症例報告書 

 治験実施計画書において規定される、各被験者に関する全ての情報を記録するための文書。 

 治験責任医師若しくは治験分担医師が原資料(カルテ等)を基に作成し、製薬企業等に報告す 

 ることが義務付けられている。 

※11 モニター／モニタリング 

 製薬企業等により指名されたモニター(ＣＲＡ：Clinical Research Associate)が、治験の進 

 行状況を調査し、治験がＧＣＰ省令(※13)、治験実施計画書(※14)、標準業務手順書(※12) 

 に従って実施、記録及び報告されていることを保証する活動。 

※12 標準業務手順書(ＳＯＰ：Standard Operating Procedures) 

 治験に係る業務を均質に遂行するための手順を詳細に記述した文書。              

 治験が倫理的な配慮のもとに科学的に適正に実施されるための基準である。平成16年12月に 

 改正がなされている。 

 治験が倫理的な配慮のもとに科学的に適正に実施されるための基準である。平成16年12月に 

 改正がなされている。 



※13 ＧＣＰ省令(Good Clinical Practice) 

 平成９年厚生省令第28号「医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令」 

 治験が倫理的な配慮のもとに科学的に適正に実施されるための基準である。平成16年12月に 

 改正がなされている。 

※14 治験実施計画書(プロトコール) 

 治験の目的、デザイン、方法等について記述した文書。 

 治験を実施するにあたって、医療機関及び製薬企業等が遵守しなければならない要件事項を 

 記載した実施計画書である。 

  



  

３ 【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年１月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

 ２ 全社（共通）は、営業ならびに総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年１月31日現在 

 
(注) 従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ＳＭＯ事業 219

その他の事業 7

全社（共通） 66

合計 292

従業員数(名) 177



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

    当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油高や金利上昇懸念等の不安定要素はありな 

 がらも、堅調な設備投資を背景に企業収益は引き続き改善しており、また、雇用環境の好転や 

 所得の穏やかな増加を受け、個人消費も堅調に推移するなど、景気は穏やかな回復基調にある 

 と考えられます。 

  医薬品業界におきましては、国の薬価引き下げやジェネリック医薬品の使用促進など薬剤費 

 抑制が進行する中、国際的な新薬開発競争での生き残りをかけた研究開発費の支出は依然増加 

 傾向にあります。 

  また厚生労働省では、平成19年度から始まった全国治験活性化５ヵ年計画にて、治験を担う 

 中核病院・拠点病院を整備し、高度な治験や研究を進めるほか人材養成策などが盛込まれてお 

 り、治験の空洞化を防ぎ国内発の新薬開発の増加を目指した取り組みが進められております。 

  ＳＭＯ(Site Management Organization：治験施設支援機関)業界におきましては、製薬メー 

 カーの研究開発費の伸びに支えられマーケットは依然拡大しております。しかしながら一部で 

 は底入れ感があるものの値引き競争による受注単価の下落、獲得症例数に応じた報酬体系への 

 シフトなど、コストダウンとスピードアップを追求した競争は依然激化しており、より柔軟性 

 のあるスピーディーなマネジメントが求められてきております。 

  このような状況の中、当社グループの中心である当社におきましては、以下に注力しまし 

 た。 

    1)サイトマネジメント課の創設 

      営業部に設置された同課は獲得症例数が契約症例数を下回る、いわゆるカットオフ対策 
 として、ＣＲＣ(治験コーディネーター)と連携し、治験を実施する医療機関においてスム 
 ーズな症例獲得の推進を目的とします。 

    2)売上基準の変更に伴う業務改善 

      当社は、ＳＭＯ事業の収益の計上基準については、従来、原則として進行基準によって 
 おりましたが、当中間連結会計期間より、治験期間が短期間の案件または受注金額が少額 
 な案件については完成基準を適用することになりました。これにより進行売上の計算に要 
 する事務コスト等が軽減され、施設における症例の進捗管理とコスト管理に、より一層傾 
 注できる体制作りが可能となりました。 

    3)ハワイのＣＲＯとの業務提携 

      業務提携先であるオライオン社は、ハワイの４カ所にある大規模病院のほか、一般病院 
 や診療所において治験を実施するＣＲＯ・ＳＭＯ混合型のＣＲＯであります。当社にとり 
 ましては、今後ますます増加が予想される世界同時治験の受注獲得に参画する足がかりと 
 するため、同社との業務提携により当社医療機関ネットワークの海外への拡充を図るもの 
 であります。 

    4)東東京サテライトオフィスの開設 

      当社は東京地区においては西東京である八王子市を拠点としておりましたが、この開設 
 は、東東京における治験実施施設への支援サービスの強化及びＣＲＣの効率性の向上を目 
 的とします。 

    5)日本臨床薬理学会認定ＣＲＣ試験11名の合格者を輩出 

      当社はＣＲＣの教育と質の向上には従来より注力しており、その成果のひとつとして難 
 関といわれる日本臨床薬理学会認定ＣＲＣが新たに11名誕生いたしました。 

  



     また引き続き、提携医療機関の拡充と医療機関ネットワークへの構築にも注力し、平成 
19年１月31日現在の提携医療機関数は1,350施設（うち当社は1,042施設）となりました。 
 このような状況下、当中間連結会計期間における連結子会社である株式会社ベルテール 
および株式会社日本臨床薬理研究所の業績につきましては、当社グループ全体での共同受 
注により受注が堅調に推移しているほか、当社のオペレーションの導入に伴うコスト削減 
効果により当初予算より高い営業利益を上げることができましたが、当社グループ全体の 
業績は、前期に比べ高い受注額を得たにもかかわらず、当社の売上高の計上基準の変更お 
よび進行基準を適用する長期大型案件にかかる見積原価の見直し等の影響により、売上高 
につきましては、1,043百万円（前年同期比24.8%減）となりました。これに伴う営業損失 
は140百万円、経常損失は131百万円となりました。また特別損失として投資有価証券売却 
損および投資有価証券評価損を一括計上した結果、中間純損失は136百万円となりました。 
  

   事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

    ＳＭＯ事業 

    ＳＭＯ事業は、治験実施施設または臨床試験依頼者の依頼により行われる、治験実施施設支 

   援業務(「ＣＲＣ業務」、「ＩＲＢ事務局業務(Institutional Review Board：治験審査委員 

   会)」、「治験事務局業務」および「臨床試験に関する一切の業務」)と定義し、当社グループ 

   は治験を実施する医療機関が行うこれら業務の一部を受託または代行し、主として「第Ⅰ相試 

   験」から「第Ⅳ相試験」にかかる支援業務を行うものであります。 

    当中間連結会計期間におけるＳＭＯ事業は、同事業を行う連結子会社３社の連結算入によ 

   り、売上高は1,022百万円となりました。 

    その他の事業 

    その他の事業は、主として「健康食品(特定保健用食品を含む。)の開発支援業務」および 

   「健康食品の販売業務」を行っております。 

    当中間連結会計期間におけるその他の事業につきましては、売上高は21百万円となりまし  

   た。 



  

 (2) キャッシュ・フローの状況 

   当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、2,521百万円 

  となりました。 

   当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり 

  ます。 

  

 (営業活動によるキャッシュフロー) 

   営業活動による資金の増加は、261百万円となりました。 

   これは、資金減少要因として税金等調整前中間純損失213百万円およびたな卸資産の増加額338百 

  万円ならびに法人税等の支出額94百万円があったものの、資金増加要因として売上債権の減少額 

  312百万円および前受金の増加額472百万円があったことが主な要因であります。 

  

 (投資活動によるキャッシュフロー) 

   投資活動による資金の減少は、０百万円となりました。 

   これは、資金増加要因として投資有価証券の売却による収入212百万円があったものの、資金減 

  少要因として投資有価証券の取得による支出168百万円および有形固定資産ならびに無形固定資産 

  の取得による支出41百万円があったことが主な要因であります。 

  

 (財務活動によるキャッシュフロー) 

   財務活動による資金の減少は、253百万円となりました。 

   これは資金減少要因として、配当金の支払106百万円および自己株式の取得による支出147百万円 

  があったことが要因であります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

  

  

(1) 生産実績 

    当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであり

ます。 

 
(注)１ 金額は、販売価格によっております。 

  ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

   当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

   当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比増減(％)

ＳＭＯ事業 1,022,096 △22.3

その他の事業 18,073 △74.9

合計 1,040,169 △25.1

事業の種類別 
セグメントの名称

受注高(千円)
前年同期比増減(％)

受注残高(千円)
前年同期比増減(％)

ＳＭＯ事業 2,452,728 103.3 5,402,801 84.0

その他の事業 45,886 △54.4 244,520 379.9

合計 2,498,615 91.2 5,647,321 89.1

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比増減(％)

ＳＭＯ事業 1,022,096 △22.3

その他の事業 21,370 △70.3

合計 1,043,466 △24.8



３ 【対処すべき課題】 

    当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な 

 変更および新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

    当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

    当中間連結会計期間において、研究開発活動は行われておりません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  ① 重要な設備の新設等 

    当中間連結会計期間に新設した重要な設備は、以下のとおりであります。 

 
(注)１  上記の金額は平成19年１月31日現在の帳簿価額であります。 

  ２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  ② 重要な設備の除却等 

    平成19年１月に金沢オフィスの閉鎖を実施いたしました。なお、保有設備(工具、器具及び備 

品等）については、他オフィスへの移行を行っております。 

  

(2) 国内子会社 

    当中間連結会計期間に重要な設備の異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

 (1) 重要な設備計画の変更 

    前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について、当中間連結会計期間におい 

 ての変更はありません。 

  

 (2) 重要な設備計画の完了 

    前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、 

 以下のとおりであります。 

 
(注) １ 投資額には、有形固定資産、無形固定資産及び敷金、保証金を含めております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 完成後の増加能力は、算定が困難なため、記載を省略しております。 

  

 (3) 重要な設備の新設等 

    当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等はありません。 

  

 (4) 重要な設備の除却等 

    平成19年２月に高崎オフィスの閉鎖を実施いたしました。なお、保有設備(工具、器具及び備 

品等）については、他オフィスへの移行を行っております。 

    

  

会社名
事業所名 

(所在地)

事業の種類別セグ

メントの名称
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(名)
工具、器具 

及び備品
ソフトウェア 合計

株式会社 

綜合臨床薬理研究所

本社 

(東京都八王子市)
全社 業務支援システム ― 17,438 17,438 177

事業所名 
(所在地)

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容 投資額(千円) 完了年月 完成後の増加能力

東東京サテライトオフィス 

(東京都中央区)
ＳＭＯ事業 事務所新設 3,092 平成18年10月 ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約

権は次のとおりであります。 

   
(注) １ 新株予約権を発行する日以降、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調

整し、調整により生じる１株未満の端数は、これを切り捨てます。 
  

調整後付与株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率 

  

２ 新株予約権を発行する日以降、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000

計 400,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年１月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年４月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 107,740 同左
東京証券取引所
(マザーズ)

(注)

計 107,740 同左 ― ―

株主総会の特別決議日(平成17年10月27日)

中間会計期間末現在
(平成19年１月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年３月31日)

新株予約権の数 946個 938個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 (注)１ 946株 938株

新株予約権の行使時の払込金額 (注)２、３ 282,293円 同左

新株予約権の行使期間
平成18年11月１日から
平成23年10月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  282,293円
資本組入額 141,147円

同左

新株予約権の行使の条件

各本新株予約権の一部行使は
できません。
その他の条件は、当社と新株

予約権の割当を受けたものとの
間で締結した「新株予約権割当
契約書」で定めるところにより
ます。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当
社取締役会の承認を要します。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―



   
３ 新株予約権を発行する日以降、当社が時価を下回る価額で新株式を発行又は自己株式を処分する場合（新株予

約権の行使の場合を除く。）には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、

これを切り上げます。 
  

   
  

(3) 【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × １

分割・併合の比率

調整後行使価額 ＝
調 整 前
行使価額

 

×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

時  価

既発行株式数＋新規発行株式数

年月日
発行済株式
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年８月１日～ 
平成19年１月31日

― 107,740 ― 1,364,517 ― 1,640,117



(5) 【大株主の状況】 

平成19年１月31日現在 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

西 野 晴 夫 東京都八王子市 21,850 20.28

佐々木 幸 弘 東京都世田谷区 21,850 20.28

有限会社ジュピターインベスト
メント

東京都港区西麻布3-20-16 11,000 10.21

庄 司   孝 東京都八王子市 7,140 6.63

佐々木 梨 乃 東京都世田谷区 3,000 2.78

西 野 有 紀 東京都八王子市 1,275 1.18

西 野 ひとみ 東京都八王子市 1,275 1.18

株式会社綜合臨床薬理研究所 東京都八王子市横山町25-6 1,200 1.11

ノーザントラストカンパニーエ
イブイエフシー リ ノーザン
トラスト ガンジーアイリッシ
ュ クライアンツ 
(常任代理人 香港上海銀行東京
支店)

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14 
5NT,UK

1,200 1.11

西 野 美登里 東京都八王子市 900 0.84

佐々木 由美子 東京都世田谷区 900 0.84

計 ― 71,590 66.44



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年１月31日現在 

 
(注)１ 権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が９株（議決権９個）含まれて

おります。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年１月31日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所(マザーズ)における株価を記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

  前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  1,200 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 106,540 106,540 (注)１、２

発行済株式総数 107,740 ― ―

総株主の議決権 ― 106,540 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

株式会社 
綜合臨床薬理研究所

東京都八王子市横山町25-6 1,200 ― 1,200 1.1

計 ― 1,200 ― 1,200 1.1

月別 平成18年８月 ９月 10月 11月 12月 平成19年１月

最高(円) 162,000 158,000 137,000 120,000 110,000 112,000

最低(円) 135,000 116,000 103,000 94,000 91,500 90,500



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成17年８月１日から平成18年１月31日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年８月１日から19年１月31日まで)は改正後の中間連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成17年８月１日から平成18年１月31日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年８月１日から19年１月31日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年８月１日から平成18年

１月31日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成17年８月１日から平成18年１月31日まで)の

中間財務諸表については新日本監査法人により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間(平成18年８

月１日から平成19年１月31日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成18年８月１日から平成19

年１月31日まで)の中間財務諸表については仰星監査法人により中間監査を受けております。 

  なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

   前中間連結会計期間及び前中間会計期間 新日本監査法人 

   当中間連結会計期間及び当中間会計期間 仰星監査法人 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年１月31日)

当中間連結会計期間末

(平成19年１月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年７月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,575,968 2,483,472 2,525,464

 ２ 売掛金 1,137,898 627,637 939,828

 ３ 有価証券 99,999 49,966 ―

 ４ たな卸資産 146,792 692,395 354,318

 ５ その他 ※2 268,087 470,658 278,496

   貸倒引当金 △13,046 △8,000 △10,929

   流動資産合計 4,215,700 83.1 4,316,130 73.5 4,087,177 70.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1 110,602 119,798 124,339

 ２ 無形固定資産

  (1) 連結調整勘定 161,444 ― 1,000,164

  (2) のれん ― 969,905 ―

  (3) その他 133,270 294,714 133,507 1,103,412 131,465 1,131,630

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 329,166 160,225 299,727

  (2) その他 130,107 175,472 144,869

     貸倒引当金 △6,000 453,274 △6,000 329,697 △6,000 438,596

   固定資産合計 858,591 16.9 1,552,908 26.5 1,694,566 29.3

   資産合計 5,074,291 100.0 5,869,038 100.0 5,781,743 100.0



  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年１月31日)

当中間連結会計期間末

(平成19年１月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年７月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 6,383 13,225 12,230

 ２ 前受金 274,712 1,255,016 782,292

 ３ 賞与引当金 32,144 51,278 49,295

 ４ 受注損失引当金 23,011 78,797 37,077

 ５ その他 ※2 316,871 366,200 453,155

   流動負債合計 653,124 12.9 1,764,519 30.0 1,334,052 23.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 476,000 476,000
 

 
476,000

 ２ 退職給付引当金 27,552 7,887 7,731

 ３ その他 ― 1,671 ―

   固定負債合計 503,552 9.9 485,558 8.3 483,731 8.3

   負債合計 1,156,676 22.8 2,250,078 38.3 1,817,783 31.4

(少数株主持分)

  少数株主持分 103,492 2.0 ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,364,517 26.9 ― ― ― ―

Ⅱ 資本剰余金 1,640,117 32.3 ― ― ― ―

Ⅲ 利益剰余金 802,345 15.8 ― ― ― ―

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

7,141 0.2 ― ― ― ―

   資本合計 3,814,121 75.2 ― ― ― ―

   負債、少数株主 
   持分及び資本合計

5,074,291 100.0 ― ― ― ―



  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年１月31日)

当中間連結会計期間末

(平成19年１月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年７月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 1,364,517 1,364,517

 ２ 資本剰余金 ―
 

 
1,640,117 1,640,117

 ３ 利益剰余金 ―
 

 
627,642 870,263

 ４ 自己株式 ―
 

 
△146,767

 

 
―

      株主資本合計 ― ― 3,485,510 59.4 3,874,899 67.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 

   評価差額金
― △840 △4,516

   評価・換算差額等 

   合計
― ― △840 △0.0 △4,516 △0.0

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 134,289 2.3 93,577 1.6

   純資産合計 ― ― 3,618,960 61.7 3,963,960 68.6

   負債・純資産合計 ― ― 5,869,038 100.0 5,781,743 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年８月1日
至 平成18年１月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 1,388,146 100.0 1,043,466 100.0 2,958,865 100.0

Ⅱ 売上原価 823,902 59.4 681,920 65.4 1,808,443 61.1

   売上総利益 564,243 40.6 361,545 34.6 1,150,421 38.9

Ⅲ 販売費及び 

  一般管理費
※1 386,043 27.8 502,412 48.1 872,230 29.5

   営業利益又は 

    営業損失(△)
178,200 12.8 △140,866 △13.5 278,191 9.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 508 870 663

 ２ 受取配当金 5,923 1,641 20,067

 ３ 投資有価証券 

   売却益
5,965 4,034 13,652

 ４ 業務委託費返戻金 2,285 2,285 4,571

 ５ コンサルティング 

   報酬
― ─

 

 
30,000

 ６ 雑収入 1,329 16,011 1.2 2,778 11,611 1.1 2,145 71,100 2.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 1,200 1,199 2,381

 ２ 持分法による 

   投資損失
232 ─ 1,395

 ３ 投資有価証券 

   売却損
352 ─ 1,109

 ４ 新株発行費 3,633 ─ 16,483

 ５ 新株予約権発行費 12,129 ─ 12,129

 ６ リース解約損 ― ─ 5,617

 ７ コミットメント 

   フィー
4,761 ─ 4,761

 ８ 雑損失 3,197 25,507 1.8 718 1,918 0.2 3,202 47,079 1.6

   経常利益又は 

    経常損失(△)
168,704 12.2 △131,173 △12.6 302,212 10.2



前中間連結会計期間 

(自 平成17年８月1日 

至 平成18年１月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年８月１日 

至 平成19年１月31日)

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

(自 平成17年８月１日 

至 平成18年７月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

百分比

(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 ─
 

 
2,675 ─

 

 

 ２ オフィス移転費用 

   補填金 
― ― ― 2,000 4,675 0.4 ― ― ―

Ⅶ 特別損失

 １ 投資有価証券 

   評価損
― 30,799 29,200

 ２ 投資有価証券 

   売却損
― 50,000 ―

 ３ 減損損失 ※2 ― 4,516 ―

 ４ その他 ― ― ― 1,635 86,952 8.3 ― 29,200 1.0

   税金等調整前 

  中間(当期)純利益 

    又は純損失(△)

168,704 12.2 △213,449 △20.5 273,012 9.2

   法人税、住民税 

   及び事業税
86,435 43,597 172,488

   法人税等調整額 7,909 94,344 6.8 △161,482 △117,884 △11.3 △18,807 153,681 5.2

   少数株主利益 

    又は損失(△)
△20,261 △1.4 40,712 3.9 △43,210 △1.5

   中間(当期)純利益 

    又は純損失(△)
94,622 6.8 △136,277 △13.1 162,540 5.5



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 889,800

Ⅱ 資本剰余金増加高

   増資による新株の発行 750,317 750,317

Ⅲ 資本剰余金中間期末残高 1,640,117

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 853,423

Ⅱ 利益剰余金増加高

   中間純利益 94,622 94,622

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 100,701

 ２ 役員賞与 45,000 145,701

Ⅳ 利益剰余金中間期末残高 802,345



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日) 

 

 
 (注)  平成18年10月26日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

 

 
 (注)  平成17年10月27日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

             (単位：千円)

株主資本
評価・換算 

差額等 少数株主 

持分
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

平成18年７月31日残高 1,364,517 1,640,117 870,263 ― 3,874,899 △4,516 93,577

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当  (注) △107,740 △107,740

 持分法適用会社の減少に 
 伴う利益剰余金の増加高

1,395 1,395

 中間純利益又は純損失(△) △136,277 △136,277

 自己株式の取得 △146,767 △146,767

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

3,676 40,712

中間連結会計期間中の変動額合計 ― ― △242,621 △146,767 △389,388 3,676 40,712

平成19年１月31日残高 1,364,517 1,640,117 627,642 △146,767 3,485,510 △840 134,289

             (単位：千円)

株主資本
評価・換算 

差額等 少数株主 

持分
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

平成17年７月31日残高 599,350 889,800 853,423 2,342,573 5,105 ―

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 765,167 750,317 1,515,485

 剰余金の配当  (注) △100,701 △100,701

 役員賞与 (注) △45,000 △45,000

 当期純利益 162,540 162,540

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△9,621 93,577

連結会計年度中の変動額合計 765,167 750,317 16,839 1,532,325 △9,621 93,577

平成18年７月31日残高 1,364,517 1,640,117 870,263 3,874,899 △4,516 93,577



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 

  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期)純利益 

      又は純損失(△)
168,704 △213,449 273,012

   減価償却費 28,584 36,009 67,120

   連結調整勘定償却額 4,139 ― 29,547

   のれん償却額 ― 25,742 ―

   減損損失 ― 4,516 ―

   引当金の減少額(△) △41,187 ― △55,306

   貸倒引当金の減少額(△) ― △2,928 ―

   賞与引当金の増加額 ― 1,983 ―

   受注損失引当金の増加額 ― 41,720 ―

   受取利息及び受取配当金 △6,431 △2,512 △20,730

   支払利息 1,200 1,199 2,381

    持分法による損失 232 ― 1,395

    投資有価証券売却益 △5,965 △4,034 △13,652

   投資有価証券売却損 352 50,000 1,109

   固定資産除却損 ― 337 ―

   新株発行費 3,633 ― 16,483

   新株予約権発行費 12,129 ― 12,129

   投資有価証券評価損 ― 30,799 29,200

   売上債権の増加額(△) 

   又は減少額
△272,136 312,191 △28,327

   たな卸資産の増加額(△) 

   又は減少額
15,354 △338,077 42,161

   前渡金の増加額（△） ― △27,317 ―

   仕入債務の増加額 2,969 995 489

   未収消費税の増加額（△） ― △17,630 ―

   未払消費税等の増加額 

   又は減少額(△)
― △39,424 80,220

   前受金の増加額又は減少額(△) △73,507 472,723 33,500

   役員賞与の支払額 △45,000 ― △45,000

   その他 23,523 22,102 90,761

小計 △183,402 354,945 516,494

   利息及び配当金の受取額 5,087 2,491 20,717

   利息の支払額 △1,200 △1,199 △2,381

   法人税額の支払額 △101,219 △94,658 △194,690

営業活動による 

キャッシュ・フロー
△280,734 261,578 340,140



 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 

  キャッシュ・フロー

   定期預金の預入れによる支出 ― ― △12,273

   定期預金の払戻しによる収入 ― ― 12,270

   有形固定資産の取得による支出 △8,895 △17,228 △46,305

   有形固定資産の売却による収入 ― 1,255 ―

   無形固定資産の取得による支出 △4,468 △24,223 △55,880

   投資有価証券の取得による支出 △135,418 △168,418 △414,254

   投資有価証券の売却による収入 137,126 212,014 381,427

   連結の範囲の変更を伴う 

   子会社株式の取得による 

   収入又は支出（△）

※2 317,988 ― △377,163

   貸付けによる支出 △50,000 ― △50,000

   貸付金の回収による収入 ― ― 50,000

   関係会社株式の取得による支出 ― △2,000 ―

   その他 △5,073 △1,540 △6,681

投資活動による 

キャッシュ・フロー
251,259 △140 △518,860

Ⅲ 財務活動による 

  キャッシュ・フロー

   短期借入金の返済による支出 △21,486 ― △21,486

   株式の発行による収入 1,510,352 ― 1,497,502

   少数株主からの払込みによる 

   収入
― ― 12,000

   自己株式の取得による支出 ― △147,289 ―

   新株予約権の発行による支出 △10,629 ― △10,629

   配当金の支払額 △99,288 △106,173 △99,700

    財務活動による 

    キャッシュ・フロー
1,378,948 △253,463 1,377,686

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 1,349,472 7,974 1,198,966

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,314,225 2,513,191 1,314,225

Ⅵ 現金及び現金同等物の 

  中間期末(期末)残高 ※1
2,663,697 2,521,165 2,513,191



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間

(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

   連結子会社の数

    ２社

   連結子会社の名称

    株式会社日本臨床薬理研 

    究所

    株式会社ＳＯＧＯメディ 

 プラス

１ 連結の範囲に関する事項

   連結子会社の数

    ３社

   連結子会社の名称

    株式会社日本臨床薬理研 

  究所

    株式会社ＳＯＧＯメディ 

  プラス

     株式会社ベルテール

１ 連結の範囲に関する事項

   連結子会社の数

    同左

   連結子会社の名称

    同左

  

   

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1)持分法を適用した関連会社の 

   数及び名称   

      持分法を適用した関連会社 

    の数 

       １社 

     持分法を適用した関連会社 

       の名称 

     株式会社東京健康管理セ 

     ンター

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1)持分法を適用した関連会社の 

   数及び名称 

    該当事項はありません。 

    

    なお、前連結会計年度にお 

   いて持分法適用会社であっ 

     た、株式会社東京健康管理セ 

     ンターについては、重要性の 

     低下により当中間連結会計期 

   間より持分法の適用範囲から 

   除外しております。 

  

 (2)持分法非適用の関連会社の名 

   称 

     株式会社東京健康管理セン 

     ター 

     ＨＭＲ株式会社 

(理由) 

    中間純損益(持分に見合う額) 

  及び利益剰余金(持分に見合う 

   額)等からみて、持分法の対象 

   から除いても中間連結財務諸表 

   に及ぼす影響が軽微であり、か 

   つ全体としても重要性がないた 

   めに持分法の適用範囲から除外 

   しております。

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1)持分法を適用した関連会社の 

   数及び名称 

     持分法を適用した関連会社 

       の数 

      １社 

    持分法を適用した関連会社 

      の名称 

     株式会社東京健康管理セ 

       ンター

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

      全ての連結子会社の中間決算

日は、中間連結決算日と一致し

ております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

   同左

３ 連結子会社の決算日等に関する

事項

      全ての連結子会社の決算日

は、連結決算日と一致しており

ます。



 

前中間連結会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び 

 評価方法

  ① 有価証券

   満期保有目的の債券

    定額法による償却原価法を
   採用しております。
   その他有価証券

    時価のあるもの

     中間連結会計期間末日の

市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

を採用しております。

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

を採用しております。

  ② たな卸資産

     ───

     

  

   仕掛品

    個別法による原価法を採用

   しております。   

   貯蔵品

    最終仕入原価法による原価

   法を採用しております。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び 

 評価方法

  ① 有価証券

   満期保有目的の債券

    同左 
 

   その他有価証券

    時価のあるもの

     中間連結会計期間末日の

市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定)を採用しております。

    時価のないもの

     同左

  ② たな卸資産

   商品

    総平均法による原価法を採

   用しております。 

   仕掛品

    同左

   

   貯蔵品

    同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び 

 評価方法

  ① 有価証券

   満期保有目的の債券

   同左
 

   その他有価証券

    時価のあるもの

     連結決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定)を採用し

ております。

    時価のないもの

     同左

  ② たな卸資産

  ───

    

  

   仕掛品

    同左

 

   貯蔵品

    同左

 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産

    定率法を採用しております。

    ただし取得価額10万円以上

20万円未満の少額減価償却資

産については、一括償却資産

として３年間で均等に償却す

る方法を採用しております。

    なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物 ３～18年

車両運搬具・工具、
器具及び備品 ４～20年

  ② 無形固定資産

    定額法を採用しております。

    なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用しておりま

す。

 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産

     同左

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物 ３～18年

工具器具備品 ４～20年

  ② 無形固定資産

     同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産

     同左

     同左

  ② 無形固定資産

     同左



前中間連結会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。

  ② 賞与引当金

    従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額のうち当

中間連結会計期間の負担額を

計上しております。

  ③ 受注損失引当金

    受注契約に係る将来の損失

に備えるため、当中間連結会

計期間末における受注契約に

係る損失見込額を計上してお

ります。

  ④ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額に

基づき、当中間連結会計期間

末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。なお、退職給付債務の見

込額は、簡便法(退職給付に

係る期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法)に

より計算しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

     同左

  ② 賞与引当金

     同左

  ③ 受注損失引当金

     同左

  ④ 退職給付引当金

    一部の連結子会社では、従

業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基

づき、当中間連結期間末にお

いて発生していると認められ

る額を計上しております。な

お、退職給付債務の見込額

は、簡便法(退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職

給付債務とする方法)により

計算しております。

   (追加情報)

        当社は前払退職金制度を採

用しており、退職時点の自己

都合要支給額又は期末時点の

自己都合要支給額から前事業

年度末までの支給額を差し引

いた額を退職時又は期末に退

職手当として支給する制度で

あります。 

 当該前払退職金制度のも

と、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務の見込額

に基づき、当中間連結会計期

間末において発生していると

認められる額を未払退職給付

債務費用(流動負債のその他)

として計上しております。 

 なお、退職給付債務の見込

額は、簡便法(退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法)によ

り計算しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

     同左

  ② 賞与引当金

    従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額のうち当

連結会計年度の負担額を計上

しております。

  ③ 受注損失引当金

    受注契約に係る将来の損失

に備えるため、当連結会計年

度末における受注契約に係る

損失見込額を計上しておりま

す。

  ④ 退職給付引当金

    一部の連結子会社では、従

業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。な

お、退職給付債務の見込額

は、簡便法(退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職

給付債務とする方法)により

計算しております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

 (4) 重要なリース取引の処理方法

    リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

    同左 

 (4) 重要なリース取引の処理方法

    同左 

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

  ① 重要な繰延資産の処理方法

    新株発行費

     支出時に全額費用として

処理しております。

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

  ①  ──────

 (5) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

  ① 重要な繰延資産の処理方法

    新株発行費

     支払時に全額費用として 

  処理しております。

    新株予約権発行費

     支出時に全額費用として

処理しております。

    新株予約権発行費

     支出時に全額費用として

処理しております。

  ② 収益及び費用の計上基準

    売上高計上基準

     ＳＭＯ事業収入について

は、原則として進行基準を

適用しております。ただ

し、連結子会社において

は、完成基準を適用してお

ります。その他の事業収入

については、完成基準を適

用しております。

  ② 収益及び費用の計上基準

    売上高計上基準

     ＳＭＯ事業収入について 

は、治験期間が１年超で、

かつ１治験実施施設あたり

の契約金額が5,000千円以

上のＳＭＯ事業については

原則として進行基準を適用

し、それ以外のＳＭＯ事業

については完成基準を適用

しております。ただし、連

結子会社においては、完成

基準を適用しております。 

 その他の事業収入につい

ては、完成基準を適用して

おります。

  ② 収益及び費用の計上基準

    売上高計上基準

     ＳＭＯ事業収入について

は、原則として進行基準を

適用しております。ただ

し、連結子会社において

は、完成基準を適用してお

ります。その他の事業収入

については、完成基準を適

用しております。

 

  ③ 消費税等の会計処理

     消費税及び地方消費税 

の会計処理については、 

税抜方式によっておりま 

す。

  ③ 消費税等の会計処理

     同左

  ③ 消費税等の会計処理

     同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

   手許現金、要求払預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資でありま

す。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

   同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

   同左



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

     ────── （収益の計上基準の変更） 

  当社のＳＭＯ事業収入の収益の計

上基準については、従来、原則とし

て進行基準によっておりましたが、

当中間連結会計期間より、１治験の

契約期間が１年超で、かつ１治験実

施施設あたりの契約金額が5,000千

円以上のＳＭＯ事業については原則

として進行基準を適用し、それ以外

のＳＭＯ事業については完成基準を

適用することに変更しております。

この変更は治験にかかる獲得症例数

が契約症例数を下回り当初の契約金

額が減額となる、いわゆるカットオ

フと呼ばれる事象が近年増加傾向に

あり、特に契約期間が短くかつ契約

金額が少額な案件については利益の

見積りに大きな影響を及ぼすことに

なり、進行基準の適用が適さない場

合が増加する傾向にあることから、

当中間連結会計期間より１治験の契

約期間が１年超で、かつ１治験実施

施設あたりの契約金額が5,000千円

以上のＳＭＯ事業については原則と

して進行基準を適用し、それ以外の

ＳＭＯ事業については完成基準を適

用することに変更したものでありま

す。 

 この変更に伴い、従来の方法によ

った場合に比べ、売上高が269,246

千円及び売上原価が180,178千円減

少し、営業損失、経常損失及び税金

等調整前中間純損失がそれぞれ

89,068千円増加しております。

     ──────



次へ 

表示方法の変更 

  

 
  

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

―――――― （中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」と 

して掲記されていたものは、当中間連結会計期間から 

「のれん」と表示しております。 

     

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 １．前中間連結会計期間において、「連結調整勘定 

  償却額」として掲記されていたものは、当中間連 

  結会計期間から「のれん償却額」と表示しており 

  ます。 

 ２．前中間連結会計期間において営業活動によるキ 

  ャッシュ・フローの「引当金の減少額」について 

    は、金額的重要性が増したため、当中間連結会計 

    期間より「貸倒引当金の減少額」(前中間連結会計 

    期間1,762千円）「賞与引当金の増加額」(前中間 

  連結会計期間△17,391千円)「受注損失引当金の増 

  加額」(前中間連結会計期間△31,328千円)として 

  区分掲記しております。 

   なお、「退職給付引当金の増加額」(前中間連結 

  会計期間5,770千円、当中間連結会計期間155千円) 

  については、当中間連結会計期間において営業活 

  動によるキャッシュ・フローの「その他」に含め 

  て表示しております。 

 



次へ 

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年１月31日)

当中間連結会計期間末
(平成19年１月31日)

前連結会計年度末 
(平成18年７月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累 

 計額

132,228千円
     

※１ 有形固定資産の減価償却累 

 計額

153,663千円

※１ 有形固定資産の減価償却累 

 計額

145,944千円

※２ 消費税等の取扱い

    仮払消費税等及び仮受消費税 

    等は相殺のうえ、流動資産の

   「その他」又は流動負債の「そ

   の他」に含めて表示しておりま

   す。

※２ 同左 ※２ ──────    

 

  ３ 運転資金の効率的な調達を行

うため、取引銀行１行と当座貸

越契約を締結しております。当

該契約に基づく当中間連結会計

期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

当座貸越限度額 150,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 150,000千円

 ３ 同左 

  

  

  

  

  

 同左 

    

 ３ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行１行

と当座貸越契約を締結しており

ます。当該契約に基づく当連結

会計年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

 同左 

 



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主  

 要な費目及び金額は次のと 

 おりであります。

 役員報酬 68,838千円

 給料・賞与 136,822千円

 賞与引当金
 繰入額

6,856千円

 退職給付費用 3,373千円

 貸倒引当金
 繰入額

1,762千円

  
   
※２ ────── 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

※１ 販売費及び一般管理費の主  

 要な費目及び金額は次のと 

 おりであります。

 役員報酬 84,281千円

 給料・賞与 184,487千円

 賞与引当金
 繰入額

11,272千円

 退職給付費用 2,639千円

 
 

※２ 減損損失   

   当社は、平成19年３月９日 

開催の取締役会において、連 

結子会社である株式会社ＳＯ 

ＧＯメディプラスの解散を決 

議しました。これに伴い当該 

会社を単位とする資産グルー 

プにかかる「のれん」の回収 

可能性はないものとして、そ 

の帳簿残高を全額減損し、減 

損損失（4,516千円）として 

特別損失に計上しました。 

 当社及び当社子会社の、減 

損の対象となる資産のグルー 

ピングに関しては、規模等を 

鑑み会社単位を基準としてグ 

ループ化しております。  

 

※１ 販売費及び一般管理費の主 

 要な費目及び金額は次のと 

 おりであります。

役員報酬 138,190千円

給料・賞与 326,544千円

賞与引当金
繰入額

11,857千円

退職給付費用 7,314千円

貸倒引当金
繰入額

195千円

※２ ────── 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日) 

 

   
  

 

   
(注) 自己株式の株式数の増加1,200株は、機動的な資本政策を遂行するために、平成18年９月15日開催の 

   取締役会決議に基づき取得したものであります。 

    

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) 上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間 

後となるもの 

     該当事項はありません。 

 １ 発行済株式の種類及び総数に関する事項      (単位：株)

種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式 107,740 ─ ─ 107,740

 ２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項      (単位：株)

種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式  (注) ─ 1,200 ─ 1,200

区分 内訳 当中間連結会計期間末残高(千円)

提出会社 ストック・オプションとしての新株予約権 ─

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年10月26日 
 定時株主総会

普通株式 107,740 千円 1,000 円 平成18年７月31日 平成18年10月27日



前へ   次へ 

前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

 

 
 (変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 第１回新株予約権の行使による増加  891株 

 第２回新株予約権の行使による増加 6,148株 

  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

 

 
 (変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

新株予約権の発行 20,502株 

   (注)  増加数につきましては、新株予約権300個を行使したことにより発行した株式の数6,148株(平均行使価 

      格243,841円)と、未行使の新株予約権700個を平均行使価格243,841円で行使したと仮定した場合の株式 

      発行数14,354株の合計数にしております。 

  

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 新株予約権の行使による減少    6,148株 

 新株予約権の買入消却による減少 14,354株 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる 

もの 

     平成18年10月26日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

 
  

  

 １ 発行済株式の種類及び総数に関する事項      (単位：株)

種類 前事業年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 100,701 7,039 ― 107,740

 ３ 新株予約権等に関する事項     

区分 内訳
新株予約権 
の目的となる 
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

前事業
年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社 第２回新株予約権 普通株式 ― 20,502 20,502 ― ―

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成17年10月27日 
 定時株主総会

普通株式 100,701 千円 1,000 円 平成17年７月31日 平成17年10月28日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成18年10月26日 
 定時株主総会

普通株式 利益剰余金 107,740 千円 1,000 円 平成18年７月31日 平成18年10月27日



前へ   次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間 

 期末残高と中間連結貸借対 

 照表に掲記されている科目 

 の金額との関係 

   

現金及び預金勘定 2,575,968千円
預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△12,270千円

取得日から償還日
までの期間が３ヶ
月以内の有価証券

99,999千円

現金及び 
現金同等物

2,663,697千円

 

※１ 現金及び現金同等物の中間 

 期末残高と中間連結貸借対 

 照表に掲記されている科目 

 の金額との関係 

   

現金及び預金勘定 2,483,472千円
預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△12,273千円

取得日から償還日
までの期間が３ヶ
月以内の有価証券

49,966千円

現金及び 
現金同等物

2,521,165千円

 

※１ 現金及び現金同等物の期末  

 残高と連結貸借対照表に掲 

 記されている科目の金額と 

 の関係 

   

現金及び預金勘定 2,525,464千円
預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△12,273千円

取得日から償還日
までの期間が３ヶ
月以内の有価証券

――――

現金及び
現金同等物

2,513,191千円

※２ 株式の取得により新たに連  

 結子会社となった会社の資 

 産及び負債の主な内訳 

  株式の取得により連結す 

 ることとなった主な子会社 

 の連結開始時の資産及び負 

 債の内訳並びに株式取得価 

 額と取得による収入との関 

 係は、次のとおりでありま 

 す。

  会社名 

 株式会社日本臨床薬理研究所
        (単位：千円)
流動資産         790,552 
固定資産        152,680 
連結調整勘定       156,839 
流動負債          △222,015 
固定負債     △476,000 
少数株主持分      △120,156
株式の取得価額    281,900 
現金及び現金同等物 587,888
取得による収入    305,988

  会社名 株式会社ＳＯＧＯ 

       メディプラス
        (単位：千円)
流動資産          30,000 
少数株主持分      △12,000
株式の取得価額      18,000 
現金及び現金同等物  30,000
取得による収入    12,000

    

※２    ──────    ※２ 株式の取得により新たに連  

 結子会社となった会社の資 

 産及び負債の主な内訳 

  株式の取得により連結す 

 ることとなった主な子会社 

 の連結開始時の資産及び負 

 債の内訳並びに株式取得価 

 額と取得のための支出(純 

 額)との関係は、次のとお 

 りであります。

  会社名 株式会社ベルテール
        (単位：千円)
流動資産         502,763 
固定資産          5,033 
連結調整勘定        868,240 
流動負債         △522,720 
固定負債         △2,617
株式の取得価額     850,700 
現金及び現金同等物 167,548
取得のための支出 △683,151

  会社名 

 株式会社日本臨床薬理研究所
        (単位：千円)
流動資産         790,552 
固定資産        152,680 
連結調整勘定       156,839 
流動負債          △222,015 
固定負債     △476,000 
少数株主持分     △120,156
株式の取得価額    281,900 
現金及び現金同等物 587,888
取得による収入   305,988



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当 

 額、減価償却累計額相当額 

 及び中間期末残高相当額
(単位：千円)

取得価額 
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

中間期末
残高相当

額

有形固定
資産 
「工具器
具備品」

37,254 24,929 12,325

無形固定
資産 
「ソフト
ウェア」

1,163 756 407

合計 38,418 25,685 12,732

(注) 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が未経過リース料

中間期末残高及び有形固定資産等

の中間期末残高に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。

    

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当 

 額、減価償却累計額相当額 

 及び中間期末残高相当額
(単位：千円)

取得価額
相当額

減価償却
累計額 
相当額

中間期末
残高相当

額

有形固定
資産 
「工具器
具備品」

18,036 11,899 6,136

無形固定
資産 
「ソフト
ウェア」

1,163 988 174

合計 19,199 12,888 6,311

(注) 同左
 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当 

 額、減価償却累計額相当額 

 及び期末残高相当額
(単位：千円)

取得価額
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

期末残高
相当額

有形固定
資産
「その他」

19,968 13,584  6,384 

無形固定
資産
「その他」

1,163 872 290

合計 21,131 14,456 6,674 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が未経過リース料期末

残高及び有形固定資産等の期末残

高に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。

 

２ 未経過リース料中間期末残高 

 相当額

１年内 6,660千円

１年超 6,175千円

  合計 12,836千円

 (注) 未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が未経過リース料中間期

末残高及び有形固定資産等の中

間期末残高に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。

    

 

２ 未経過リース料中間期末残高 

 相当額

１年内 3,374千円

１年超 3,040千円

  合計 6,415千円

 (注) 同左
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,199千円

１年超 3,578千円

 合計 6,778千円

 (注) 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

未経過リース料期末残高及び有

形固定資産等の期末残高に占め

る割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

 

３ 支払リース料及び減価償却費 

 相当額

支払リース料 3,841千円

減価償却費 
相当額

3,841千円

    

３ 支払リース料及び減価償却費 

 相当額

支払リース料 2,013千円

減価償却費
相当額

2,013千円

 

３ 支払リース料及び減価償却費 

 相当額

支払リース料 7,604千円

減価償却費
相当額

7,604千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

   同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

   同左



(有価証券関係) 

 前中間連結会計期間末(平成18年１月31日) 

 

 
      

 

 
       

 

 
      

 当中間連結会計期間末(平成19年１月31日) 

 

 
      

 

 
    

 

 
     (注) 当中間連結会計期間において、その他の有価証券で時価のない株式について30,799千円減損処理を行っ 

       ております。 

   １ 満期保有目的の債券で時価のあるもの     (単位：千円)

種類
中間連結貸借対照表 

計上額
時価 差額

国債 99,999 99,999 ―

   ２ その他有価証券で時価のあるもの     (単位：千円)

種類 取得原価
中間連結貸借対照表 

計上額
差額

株式 

債券 

その他 

 投資信託

―

20,042

201,714

―

21,313

212,485

―

1,271

10,770

合計 221,756 233,798 12,042

   ３ 時価評価されていない主な有価証券     (単位：千円)

内容 中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 90,600

   １ 満期保有目的の債券で時価のあるもの     (単位：千円)

種類
中間連結貸借対照表 

計上額
時価 差額

政府短期証券 49,966 49,966 ─

   ２ その他有価証券で時価のあるもの     (単位：千円)

種類 取得原価
中間連結貸借対照表 

計上額
差額

株式 

債券 

その他 

 投資信託

11,197

11,057

132,388

9,955

12,551

130,718

△1,241

1,494

△1,669

合計 154,642 153,225 △1,417

   ３ 時価評価されていない主な有価証券     (単位：千円)

内容 中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 0

 関係会社株式 7,000

 合計 7,000



前へ   次へ 

 前連結会計年度末(平成18年７月31日) 

 

 
    

 

 
     (注) 当連結会計期間において、その他有価証券で時価のない株式について29,200千円減損処理を行っており 

             ます。 

  

  

   １ その他有価証券で時価のあるもの     (単位：千円)

種類 取得原価
連結貸借対照表 

計上額
差額

株式 

債券 

その他 

 投資信託

11,197

11,057

150,685

9,256

11,401

144,664

△1,940

344

△6,020

合計 172,939 165,322 △7,616

   ２ 時価評価されていない主な有価証券     (単位：千円)

内容 連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 130,800



(デリバティブ取引関係) 

 前中間連結会計期間(自 平成17年８月１日 至 平成18年１月31日) 

  当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありま 

 せん。 

 当中間連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日) 

  当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありま 

 せん。 

 前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

  当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありま 

 せん。 

  



(ストック・オプション等関係) 

 当中間連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日) 

  該当事項はありません。 

  

 前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

  ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

  １ ストック・オプションの内容 

 
     (注)  １ 付与後に実施された株式分割を考慮した上で、株式数に換算して記載しております。 

     (注)  ２ 対象者は権利行使時において当社の取締役、監査役又は従業員であることを要します。ただし、任 

         期満了による退任、会社都合による退職、その他当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではあ 

         りません。 

     (注)  ３ 新株予約権発行時において当社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員であった者は、権利行 

         使時においても、当社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員であることを要します。ただ 

         し、任期満了による退任、会社都合による退職、その他当社取締役会の承認を得た場合はこの限り 

         ではありません。 

   

会社名 提出会社 提出会社

名称 第１回新株予約権 第３回新株予約権

   

   

付与対象者の区分及び人数

 当社取締役  ３名 

 当社監査役  １名 

 当社従業員  ７名

 当社取締役  ７名 

 当社監査役  ３名 

 当社従業員  27名 

 当社完全子会社以外の子 

 会社の取締役 １名 

 社外協力者  13名

ストック・オプションの数  

(注)１

普通株式

900株

普通株式

992株

付与日 平成15年７月17日 平成17年12月22日

権利確定条件 (注)２ (注)３

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありませ

ん。

対象勤務期間の定めはありませ

ん。

権利行使期間 平成17年８月１日から平成22年７

月31日まで

平成18年11月１日から平成23年10

月31日まで



  ２ ストック・オプションの規模及びその変動状況 

    当中間連結会計期間において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ 

    ンの数については、株式数に換算して記載しております。 

   (1) ストック・オプションの数 

 
      

   (2) 単価情報 

 
  

会社名 提出会社 提出会社

名称 第１回新株予約権 第３回新株予約権

付与日 平成15年７月17日 平成17年12月22日

権利確定前 (株)

 前事業年度末 891 ─

 付与 ─ 992

 失効 ─ 41

 権利確定 891 ─

 未確定残 ─ 951

権利確定後 (株)

 前事業年度末 ─ ─

 権利確定 891 ─

 権利行使 891 ─

 失効 ─ ─

 未行使残 ─ ─

名称 第１回新株予約権 第３回新株予約権

権利行使価格 (円) 16,667 282,293

権利行使時の平均株価 (円) 277,604 ─



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年８月１日 至 平成18年１月31日) 

 全セグメントの売上高の合計額及び営業利益の合計額に占めるＳＭＯ事業の割合がいずれも  

  90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日) 

                                     (単位：百万円) 

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２ 各区分の事業内容 

     (1) ＳＭＯ事業 

        治験コーディネーター業務、治験審査委員会事務局業務、治験事務局業務および臨床試験に関す 

       る一切の業務。 

     (2) その他の事業 

        健康食品(特定保健用食品を含む。)の開発支援業務および健康食品の販売業務。 

   ３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（228百万円)の主なものは、親会社 

      の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

 全セグメントの売上高の合計額及び営業利益の合計額に占めるＳＭＯ事業の割合がいずれも 

  90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年８月１日 至 平成18年１月31日) 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、記載を省略しており  

  ます。 

当中間連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日) 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、記載を省略しており  

  ます。 

前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、記載を省略しており  

  ます。 

  

ＳＭＯ事業 その他事業 計 消去又は全社 合計

 売上高

 (1)外部顧客に対する売上高 1,022 21 1,043 ― 1,043

 (2)セグメント間の内部売上 
   高又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,022 21 1,043 ― 1,043

 営業費用 910 45 956 228 1,184

 営業利益又は営業損失(△) 111 △24 87 △228 △140



前へ 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年８月１日 至 平成18年１月31日) 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日) 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 



(１株当たり情報) 

  

 
    

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び中間純損失(△)並びに潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上 

の基礎は以下のとおりであります。 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

１株当たり純資産額 35,401円17銭 １株当たり純資産額 32,707円62銭 １株当たり純資産額 35,923円36銭

１株当たり中間純利益 933円18銭 １株当たり中間純損失 1,274円94銭 １株当たり当期純利益 1,554円78銭

 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

918円10銭

     
       
   
  

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額については、潜在株
式が存在するものの１株当たり中間
純損失であるため記載しておりませ
ん。

 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

1,542円39銭

    
   

   
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

１株当たり中間(当期)純利 
益又は中間純損失金額
 (1)中間(当期)純利益又は
中間純損失(△) (千円)

94,622 △136,277 162,540

 (2)普通株主に帰属しない
金額      (千円)

― ― ―

 (3)普通株式に係る中間
(当期)純利益又は中間純
損失(△)    (千円)

94,622 △136,277 162,540

 (4)普通株式の期中平均株
式数(株)

101,398 106,889 104,543

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益金額

 (1)中間(当期)純利益調整
額       (千円)

― ― ―

 (2)普通株式増加数(株) 1,665 ― 840

   (うち新株予約権)(株) (1,665) (─) (840)
希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益の算
定に含まれなかった潜在株
式の概要

平成13年改正旧商法第
280条ノ20及び平成13年
改正旧商法第280条ノ21
の規定に基づく新株予約
権
 株主総会の決議年月日
  平成17年10月27日
 新株予約権の数
  992個
 新株予約権の目的とな
 る株式の種類及び数
  普通株式  992株

平成13年改正旧商法第
280条ノ20及び平成13年
改正旧商法第280条ノ21
の規定に基づく新株予約
権

株主総会の決議年月日
  平成17年10月27日 
 新株予約権の数 
  946個 
 (平成19年１月末現在) 
 新株予約権の目的とな 
 る株式の種類及び数 
  普通株式 946株 
 (平成19年１月末現在)

平成13年改正旧商法第
280条ノ20及び平成13年
改正旧商法第280条ノ21
の規定に基づく新株予約
権
株主総会の決議年月日

  平成17年10月27日 
 新株予約権の数 
  951個 
 (平成18年７月末現在) 
 新株予約権の目的とな 
 る株式の種類及び数 
  普通株式 951株 
 (平成18年７月末現在)



(重要な後発事象) 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

１ 株式取得による子会社化

  当社は、平成17年12月26日に株

式会社イベリカと締結した株式譲

渡契約に基づき、平成18年２月６

日に同社の100％子会社の株式会

社ベルテールの全株式を取得し、

当社の子会社となりました。

 (1) 子会社化の目的

   株式会社ベルテールは、九州

地方を中心に多岐にわたり創薬

等試験事業サービスを提供して

いる株式会社イベリカの100％

子会社で、株式会社イベリカの

ＣＲＯ事業とＳＭＯ事業との混

在を解消し、ＳＭＯに特化した

より専門性の高い高品質のサー

ビスを提供するために会社分割

により設立されました。株式会

社イベリカは既に九州地方にお

いて多くの医療機関と提携して

おり、治験において多くの症例

実績をあげていることから、同

社と広範囲な新薬開発支援事業

で協力していくことにより、提

携医療機関を確保し、更なる受

注能力の拡大及び業務拡大を図

ることが期待できます。

 (2) 子会社化する会社の概要

    名称：株式会社ベルテール

    事業内容：ＳＭＯ事業

     従業員数：50名

 (平成17年12月14日現在)

    資本金：10,000千円

 (平成17年12月14日現在)

    本店所在地：福岡県福岡市

    博多区博多駅東二丁目6-26

    代表者：代表取締役社長 

     川窪 晃己

 (3) 株式取得の時期

 平成18年２月６日

 (4) 取得する株式の数、取得価額

及び取得後の持分比率

 取得する株式の数 200株

 取得価額  850,000千円

    取得後の持分比率 100％

１ 子会社の解散 

  当社は、平成19年３月９日開催 

 の取締役会において、連結子会社 

 である株式会社ＳＯＧＯメディプ 

 ラスが業績不振であることを理由 

  として同社への短期貸付金の元利 

  金18,234千円の債権放棄および同 

  社の解散を決議しました。 

解散する子会社の概要 

 ① 商号：株式会社ＳＯＧＯメデ 

 ィプラス 

 ② 本店所在地：東京都新宿区四 

 谷二丁目13番3号 

 ③ 代表者：代表取締役桐畑 博史 

 ④ 設立年月日： 

      平成17年11月１日 

 ⑤ 資本金：60,000千円 

 ⑥ 事業内容：治験コーディネー 

 ターの派遣業務および医療従事者 

 の人材紹介業務 

 ⑦ 主要株主：当社80％ 

 ⑧ 解散の時期: 

    解散日 

     平成19年３月９日 

    清算結了 

     平成19年５月予定 

 ⑨ 負債総額：26,507千円

２ 自己株式の取得 

  当社は、平成19年３月９日開催 

 の取締役会において、会社法第16 

 5条第３項の規定により読み替え 

 て適用される同法第156条の規定 

 に基づき、下記のとおり自己株式 

 の取得を決議しました。 

(1) 自己株式の取得に関する取締役 

   会の決議内容 

 ① 取得の目的 

     機動的な資本政策を遂行する 

  ため  

 ② 取得する株式の種類及び総数 

   普通株式 2,000株(上限) 

 ③ 取得価額の総額 

   200,000千円(上限) 

 ④ 取得の方法 

     東京証券取引所の市場価格に 

  よる取得 

 ⑤ 取得期間 

   平成19年３月12日～ 

        平成19年５月11日

１ 自己株式の取得 

  当社は、平成18年９月15日開催 

 の取締役会において、会社法第16 

 5条第３項の規定により読み替え 

 て適用される同法第156条の規定 

 に基づき、下記のとおり自己株式 

 の取得を決議し、自己株式の取得 

 を実行致しました。 

(1) 自己株式の取得に関する取締役 

   会の決議内容 

 ①取得の目的 

     機動的な資本政策を遂行する 

  ため    

 ②取得する株式の種類及び総数 

   普通株式 1,200株(上限) 

 ③取得価額の総額 

   150,000千円(上限) 

 ④取得の方法 

     東京証券取引所の市場価格に 

  よる取得 

(2) 自己株式の取得の内容 

     取得日 

    平成18年９月19日～ 

       平成18年９月28日 

   普通株式 1,200株 

   取得価額 146,767千円 

 



  

 
     

    

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

 (5) 支払資金の調達

   エクイティーコミットメント

ラインに基づく指定通知書によ

りメリルリンチ日本証券株式会

社が新株予約権を行使すること

で得られる約５億円と自己資金

でまかないました。     

  

３ 持株会社体制への移行 

  当社は、平成19年３月９日開催 

 の取締役会において、競争力およ 

 び効率性をより一層高め企業価値 

 の最大化を図るために、当社の 

 「ＳＭＯ事業」および「健康食品 

 の開発支援業務および販売業務等 

 のエビデンス事業」を、会社分割 

 の方式で分社化することにより、 

 平成19年８月１日を目処に持株会 

 社体制へ移行する旨の基本方針を 

 決議しました。 

  持株会社体制へ移行する主な目 

 的は以下のとおりであります。 

 ①グループ戦略マネジメントの強 

  化 

  経営環境の変化に迅速に対応す 

 るため、グループ戦略のマネジメ 

 ントに特化し事業の多角化への対 

 応などグループ価値の最適化、最 

 大化を図る。 

 ②ＳＭＯ事業の強化 

  地域密着型ＳＭＯをグループへ 

 取り込むべくＭ＆Ａを推進しやす 

 い体制を構築し、当社グループに 

 おけるＳＭＯ事業の更なる強化を 

 図る。 

 ③グループガバナンスの充実 

  グループ全体の健全性・透明性 

 確保のため、コーポレートガバナ 

 ンス体制を一層強化し、内部統制 

 システムおよびグループコンプラ 

 イアンス体制の確立を目指す。 

 ④資源配分の適正化 

  全体最適の視点からグループ資 

 源の配分を重視し、人材の交流な 

 ど効率的な活用を図る。

──────



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年１月31日)

当中間会計期間末

(平成19年１月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年７月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,067,002 1,465,508 1,721,770

 ２ 売掛金 1,109,399 548,258 852,633

 ３ たな卸資産 6,855 312,053 65,795

 ４ その他 ※2 338,457 502,583 245,660

    貸倒引当金 △13,016 △25,899 △10,559

   流動資産合計 3,508,698 80.6 2,802,505 64.2 2,875,300 62.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1 45,691 48,252 44,413

 ２ 無形固定資産 94,362 99,656 93,792

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 324,398 153,225 296,122

  (2) 関係会社株式 304,900 1,142,630 1,185,600

  (3) その他 82,138 122,431 92,617

      貸倒引当金 △6,000 △6,000 △6,000

   投資その他の資産合計 705,437 1,412,287 1,568,340

   固定資産合計 845,491 19.4 1,560,196 35.8 1,706,546 37.2

   資産合計 4,354,190 100.0 4,362,701 100.0 4,581,847 100.0



  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年１月31日)

当中間会計期間末

(平成19年１月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年７月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 8,128 10,877 18,372

 ２ 前受金 ― 663,366 386,979

 ３ 賞与引当金 24,817 38,893 36,288

 ４ 受注損失引当金 5,631 51,319 6,144

 ５ その他 ※2 446,462 210,020 266,053

   流動負債合計 485,039 11.2 974,478 22.3 713,838 15.6

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 27,552 ─ ―

  ２ 長期未払金 ─ 1,671 ─

   固定負債合計 27,552 0.6 1,671 0.0 ― ―

   負債合計 512,591 11.8 976,149 22.4 713,838 15.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,364,517 31.3 ― ― ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,640,117 ― ―

   資本剰余金合計 1,640,117 37.7 ― ― ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 5,900 ― ―

 ２ 中間未処分利益 823,922 ― ―

   利益剰余金合計 829,822 19.0 ― ― ― ―

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

7,141 0.2 ― ― ― ―

   資本合計 3,841,598 88.2 ― ― ― ―

   負債・資本合計 4,354,190 100.0 ― ― ― ―



 
  

前中間会計期間末

(平成18年１月31日)

当中間会計期間末

(平成19年１月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年７月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 1,364,517 31.3 1,364,517 29.8

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 1,640,117 1,640,117

   資本剰余金合計 ― ― 1,640,117 37.6 1,640,117 35.8

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 5,900 5,900

  (2) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 523,624 861,990

   利益剰余金合計 ― ― 529,524 12.1 867,890 18.9

 ４ 自己株式 ― ― △146,767 △3.4 ― ―

   株主資本合計 ― ― 3,387,392 77.6 3,872,525 84.5

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― △840 △4,516

   評価・換算差額等 
   合計

― ― △840 0.0 △4,516 △0.1

   純資産合計 ― ― 3,386,552 77.6 3,868,009 84.4

   負債・純資産合計 ― ― 4,362,701 100.0 4,581,847 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間会計期間

(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 1,171,754 100.0 606,839 100.0 2,200,191 100.0

Ⅱ 売上原価 653,692 55.8 528,149 87.0 1,313,896 59.7

   売上総利益 518,062 44.2 78,690 13.0 886,295 40.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 299,707 25.6 334,939 55.2 628,671 28.6

   営業利益又は 
    営業損失(△)

218,354 18.6 △256,249 △42.2 257,623 11.7

Ⅳ 営業外収益 ※１ 15,750 1.3 13,450 2.2 73,544 3.3

Ⅴ 営業外費用 ※２ 18,096 1.5 683 0.1 31,456 1.4

   経常利益又は 
    経常損失(△)

216,008 18.4 △243,482 △40.1 299,712 13.6

Ⅵ 特別利益 ※３ ― ― 4,621 0.7 ― ―

Ⅶ 特別損失 ※４ ― ― 145,620 24.0 29,200 1.3

   税引前中間(当期) 
    純利益又は 
     純損失(△)

216,008 18.4 △384,481 △63.4 270,512 12.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

86,000 6,681 110,000

   法人税等調整額 7,909 93,909 8.0 △160,536 △153,854 △25.4 345 110,345 5.0

   中間(当期)純利益 
    又は純損失(△)

122,099 10.4 △230,626 △38.0 160,167 7.3

   前期繰越利益 701,822 ― ―

   中間未処分利益 823,922 ― ―



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日) 

 

 
  

前事業年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

 

 
 (注)平成17年10月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  

           (単位：千円)

株主資本 評価・換算差額等

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証券 

評価差額金資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年７月31日残高 1,364,517 1,640,117 5,900 861,990 ― 3,872,525 △4,516

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △107,740 △107,740

 中間純損失 △230,626 △230,626

 自己株式の取得 △146,767 △146,767

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

3,676

中間会計期間中の変動額合計 ― ― ― △338,366 △146,767 △485,133 3,676

平成19年１月31日残高 1,364,517 1,640,117 5,900 523,624 △146,767 3,387,392 △840

           (単位：千円)

株主資本 評価・換算差額等

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証券 

評価差額金資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成17年７月31日残高 599,350 889,800 5,900 847,523 2,342,573 5,105

事業年度中の変動額

 新株の発行 765,167 750,317 1,515,485

 剰余金の配当 (注) △100,701 △100,701

 役員賞与 (注) △45,000 △45,000

 当期純利益 160,167 160,167

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△9,621

事業年度中の変動額合計 765,167 750,317 ― 14,466 1,529,951 △9,621

平成18年７月31日残高 1,364,517 1,640,117 5,900 861,990 3,872,525 △4,516



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前事業年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ①満期保有目的の債券

    定額法による償却原価法を

採用しております。

  ②子会社株式及び関連会社株式

    移動平均法による原価法を

採用しております。

  ③その他有価証券

   時価のあるもの

    中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しており

ます。

   時価のないもの

    移動平均法による原価法を

採用しております。

 (2) たな卸資産

  ①───

   

  

  ②仕掛品

    個別法による原価法を採用

しております。

  ③貯蔵品

    最終仕入原価法による原価

法を採用しております。

 (1) 有価証券

  ①満期保有目的の債券

    同左

  ②子会社株式及び関連会社株式

    同左

  ③その他有価証券

   時価のあるもの

    中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用してお

ります。

   時価のないもの

    同左

 (2) たな卸資産

  ①商品

    総平均法による原価法を採

用しております。

  ②仕掛品

    同左

 

  ③貯蔵品

    同左

 (1) 有価証券

  ①満期保有目的の債券

    同左

  ②子会社株式及び関連会社株式

    同左

  ③その他有価証券

   時価のあるもの

    決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しておりま

す。

   時価のないもの

    同左

 (2) たな卸資産

  ①───

    

  

  ②仕掛品

    同左

 

  ③貯蔵品

    同左 

 

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法を採用しております。

   ただし取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産に

ついては、一括償却資産として

３年間で均等に償却する方法を

採用しております。

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物 ３～18年

車両運搬具・工具、
器具及び備品 ４～20年

 

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

    同左

    

   

  

  

  

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物 ３～18年

工具器具備品 ４～20年

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    同左

    

  

   

     

   

    同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前事業年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

 (2) 無形固定資産

   定額法を採用しております。

   なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。

 (3) 長期前払費用

   均等償却によっております。

 (2) 無形固定資産

    同左

 (3) 長期前払費用

    同左

 (2) 無形固定資産

    同左

 (3) 長期前払費用

     同左

３ 繰延資産の処理方法

 (1) 新株発行費

   支出時に全額費用として処  

 理しております。

 (2) 新株予約権発行費

   支出時に全額費用として処 

 理しております。

３ 繰延資産の処理方法

 (1)  ──────

   

   

 (2)  ──────

３ 繰延資産の処理方法

 (1) 新株発行費

   支出時に全額費用として処  

 理しております。

 (2) 新株予約権発行費

   支出時に全額費用として処 

 理しております。

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

    同左

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

    同左

 (2) 賞与引当金

   従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当中間

会計期間の負担額を計上してお

ります。

 (2) 賞与引当金

    同左

 (2) 賞与引当金

   従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当事業

年度の負担額を計上しておりま

す。

 (3) 受注損失引当金

   受注契約に係る将来の損失に

備えるため、当中間会計期間末

における受注契約に係る損失見

込額を計上しております。

 (3) 受注損失引当金

    同左

   

 (3) 受注損失引当金

   受注契約に係る将来の損失に

備えるため、当事業年度末にお

ける受注契約に係る損失見込額

を計上しております。



  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前事業年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。なお、退職給付債

務の見込額は、簡便法(退職給

付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法)に

より計算しております。

 （追加情報）

    当社は、前払退職金制度を採

用しており、退職時点の自己都

合要支給額又は期末時点の自己

都合要支給額から前事業年度末

までの支給額を差し引いた額を

退職時又は期末に退職手当とし

て支給する制度であります。 

 当該前払退職金制度のもと、

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度における退職給

付債務の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生して

いると認められる額を未払退職

給付費用(流動負債の「その

他」）として計上しておりま

す。なお、退職給付債務の見込

額は、簡便法(退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給

付債務とする方法)により計算

しております。

 （追加情報）

   当社は、当事業年度より退職

金規程を改訂し、従来の退職一

時金制度を廃止し、前払退職金

制度を導入いたしました。当該

前払退職金制度は退職時点の自

己都合要支給額又は期末時点の

自己都合要支給額から前事業年

度末までの支給額を差し引いた

額を退職時又は期末に退職手当

として支給する制度でありま

す。なお、退職給付引当金は従

来より期末自己都合要支給額を

計上しておりましたが、当該退

職給付制度の変更に伴い、当事

業年度における期末自己都合要

支給額32,464千円を全額従業員

に支給しているため、当事業年

度末における退職給付引当金残

高はありません。

５ 収益及び費用の計上基準

  売上高計上基準

   ＳＭＯ事業収入については、

原則として進行基準を適用して

おります。その他の事業収入に

ついては、完成基準を適用して

おります。

５ 収益及び費用の計上基準

  売上高計上基準

   ＳＭＯ事業収入については、

１治験の契約期間が１年超で、

かつ１治験実施施設あたりの契

約金額が5,000千円以上のＳＭ

Ｏ事業については原則として進

行基準を適用し、それ以外のＳ

ＭＯ事業については完成基準を

適用しております。その他の事

業収入については、完成基準を

適用しております。

５ 収益及び費用の計上基準

  売上高計上基準

   ＳＭＯ事業収入については、

原則として進行基準を適用して

おります。その他の事業収入に

ついては、完成基準を適用して

おります。

６ ────── ６ リース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

６ ──────

  

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計

処理については、税抜方式によ

っております。

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

    同左

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

    同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

前中間会計期間

(自 平成17年８月１日

至 平成18年１月31日)

当中間会計期間

(自 平成18年８月１日

至 平成19年１月31日)

前事業年度

(自 平成17年８月１日

至 平成18年７月31日)

     ――――――― (収益の計上基準の変更)

 ＳＭＯ事業収入の収益の計上基準 

については、従来、原則として進行 

基準によっておりましたが、当中間 

会計期間より、１治験の契約期間が 

１年超で、かつ１治験実施施設あた 

りの契約金額が5,000千円以上のＳ 

ＭＯ事業については原則として進行 

基準を適用し、それ以外のＳＭＯ事 

業については完成基準を適用するこ 

とに変更しております。この変更は 

治験にかかる獲得症例数が契約症例 

数を下回り当初の契約金額が減額と 

なる、いわゆるカットオフと呼ばれ 

る事象が近年増加傾向にあり、特に 

契約期間が短くかつ契約金額が少額 

な案件については利益の見積りに大 

きな影響を及ぼすことになり、進行 

基準の適用が適さない場合が増加す 

る傾向にあることから、当中間会計 

期間より１治験の契約期間が１年超 

で、かつ１治験実施施設あたりの契 

約金額が5,000千円以上のＳＭＯ事 

業については原則として進行基準を 

適用し、それ以外のＳＭＯ事業につ 

いては完成基準を適用することに変 

更したものであります。 

 この変更に伴い、従来の方法によ 

った場合に比べ、売上高が271,566 

千円及び売上原価が180,178千円減 

少し、営業損失、経常損失及び税引 

前中間期純損失がそれぞれ91,387千 

円増加しております。

    ―――――――

 (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号)を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

     ―――――――  (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月

９日))及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第６号)を適用してお

ります。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。



  

 

前中間会計期間 

(自 平成17年８月１日 

 至 平成18年１月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日 
 至 平成19年１月31日)

前事業年度 

(自 平成17年８月１日 

 至 平成18年７月31日)

     ―――――――      ―――――――  (貸借対照表の純資産の部の表示に  

  関する会計基準等) 

  当事業年度から「貸借対照表の 

 純資産の部の表示に関する会計基 

 準」(企業会計基準委員会 平成 

 17年12月９日 企業会計基準第５ 

 号)及び「貸借対照表の純資産の 

 部の表示に関する会計基準等の適 

 用指針」(企業会計基準委員会  

 平成17年12月９日 企業会計基準 

 適用指針第８号)を適用しており 

 ます。 

  これによる損益に与える影響は 

 ありません。 

  なお、従来の「資本の部」の合 

 計に相当する金額は3,868,009千 

 円であります。 

  財務諸表等規則の改正に伴う貸 

 借対照表の表示に関する変更は以 

 下のとおりであります。 

１ 前事業年度における「資本の 

  部」は、当事業年度から「純資産  

  の部」となり、「純資産の部」は 

 「株主資本」及び「評価・換算差 

  額等」に分類して表示しておりま 

 す。 

２ 前事業年度において独立掲記し 

 ておりました「資本金」、「資本 

 剰余金」及び「利益剰余金」は当 

 事業年度においては「株主資本」 

 の内訳科目として表示しておりま 

 す。 

３ 前事業年度において「利益剰余 

 金」の内訳科目として表示してお 

 りました「当期未処分利益」は、 

 当事業年度から「その他利益剰余 

 金」の内訳科目である「繰越利益 

 剰余金」として表示しておりま 

 す。 

４ 前事業年度において「利益剰余 

 金」の次に表示しておりました「 

 その他有価証券評価差額金」は、 

 当事業年度から「評価・換算差額 

 等」の内訳科目として表示してお 

 ります。 

 



  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

  

前中間会計期間

(自 平成17年８月１日

至 平成18年１月31日)

当中間会計期間

(自 平成18年８月１日

至 平成19年１月31日)

前事業年度

(自 平成17年８月１日

至 平成18年７月31日)

     ―――――――      ―――――――  (ストック・オプション等に関する 

 会計基準) 

  当事業年度から「ストック・オ 

 プション等に関する会計基準」( 

 企業会計基準委員会 平成17年12 

 月27日 企業会計基準第８号)及 

 び「ストック・オプション等に関 

 する会計基準の適用指針」(企業 

 会計基準委員会 平成17年12月27 

 日 企業会計基準適用指針第11 

  号)を適用しております。 

  これによる損益に与える影響は 

 ありません。

前中間会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間において区分掲記しておりました「前

受金」は負債及び資本の合計額の100分の５以下となった

ため、流動負債の「その他」に含めて表示しておりま

す。なお、当中間会計期間の「前受金」は168,261千円で

あります。

（中間貸借対照表） 

 「前受金」は負債及び純資産の合計額の100分の５を超

えたため、区分掲記することとしました。なお、前中間

会計期間末の「前受金」の金額は168,261千円でありま

す。



注記事項 

 (中間貸借対照表関係) 

 

  

前中間会計期間末 
(平成18年１月31日)

当中間会計期間末
(平成19年１月31日)

前事業年度末 
(平成18年７月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

 額

70,853千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

 額

85,801千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

 額

80,025千円

※２ 消費税等の取扱い

    仮払消費税等及び仮受消費税 

    等は相殺のうえ、流動負債の

   「その他」に含めて表示して 

       おります。

  

※２ 消費税等の取扱い

    仮払消費税等及び仮受消費税 

    等は相殺のうえ、流動資産の

   「その他」に含めて表示して 

       おります。

    

※２ ──────

 ３ 運転資金の効率的な調達を行 

 うため、取引銀行１行と当座貸 

 越契約を締結しております。当 

 該契約に基づく当中間会計期間 

 末の借入未実行残高は次のとお 

 りであります。

当座貸越限度額 150,000千円

借入実行残高     ―千円

差引額 150,000千円

 ３ 同左  ３ 運転資金の効率的な調達を行 

 うため、取引銀行１行と当座貸 

 越契約を締結しております。当 

 該契約に基づく当事業年度末の 

 借入未実行残高は次のとおりで 

 あります。

当座貸越限度額 150,000千円

借入実行残高      ―円

差引額 150,000千円



 (中間損益計算書関係) 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前事業年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

 

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 79千円

有価証券利息 429千円

受取配当金 5,923千円

投資有価証券 
売却益

5,965千円

業務委託費 
返戻金

2,285千円

 

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 788千円

有価証券利息 143千円

受取配当金 1,641千円

投資有価証券
売却益

4,034千円

業務委託費
返戻金

2,285千円

子会社業務
受託収入

1,800千円

治験資材購入
補填金

2,583千円

   

 

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息  264千円

有価証券利息  486千円

受取配当金 20,067千円

投資有価証券 
売却益

13,652千円

業務委託費
返戻金

4,571千円

コンサルティン
グ報酬

30,000千円

 

※２ 営業外費用のうち重要なもの

投資有価証券 
売却損

352千円

新株予約権 
発行費

12,129千円

コミットメント 
フィー

4,761千円

 

 

※２ 営業外費用のうち重要なもの

自己株関連
手数料

522千円

    

※２ 営業外費用のうち重要なもの

投資有価証券 
売却損

1,109千円

新株発行費 13,368千円

新株予約権
発行費

12,129千円

※３    ―――――

 

※３ 特別利益のうち重要なもの

貸倒引当金
戻入益

2,621千円

オフィス移転
費用補填金

2,000千円

   

※３    ―――――

※４    ―――――

 

※４ 特別損失のうち重要なもの

投資有価証券
売却損

50,000千円

投資有価証券
評価損

30,799千円

子会社株式
評価損

44,969千円

貸倒引当金
繰入額

18,215千円

     

 

※４ 特別損失のうち重要なもの

投資有価証券 
評価損

29,200千円

 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 8,043千円

無形固定資産 7,989千円

 
 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 7,909千円

無形固定資産 13,111千円

    
 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 17,396千円

無形固定資産 18,996千円

 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日) 

 

   
 (注) 自己株式の株式数の増加1,200株は、機動的な資本政策を遂行するために、平成18年９月15日開催の取締 

    役会決議に基づき取得したものであります。 

  

前事業年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

 該当事項はありません。 

  

  

１ 自己株式に関する事項          (単位：株)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式  (注) ― 1,200 ― 1,200



 (リース取引関係) 

前中間会計期間(自 平成17年８月１日 至 平成18年１月31日) 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及び中間期末残高相当額 

 

 
 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残高が未経過リース料中間期末残高および有形固定資産等の中 

        間期末残高に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

     

 ２ 未経過リース料中間期末残高相当額 

 
     (注) 未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リース料中間期末残高が未経過リース料中間期末 

        残高および有形固定資産等の中間期末残高に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定 

        しております。 

   

 ３ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額 

 
  

 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

    

前事業年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

 該当事項はありません。 

            (単位：千円)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 中間期末残高相当額

有形固定資産 3,666 2,382 1,283

無形固定資産
(ソフトウェア)

― ― ―

合計 3,666 2,382 1,283

１年内 733千円

１年超 550千円

合計 1,283千円

支払リース料 366千円

減価償却費相当額 366千円



 (有価証券関係) 

 前中間会計期間末（平成18年１月31日） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

 当中間会計期間末（平成19年１月31日） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

 前事業年度末（平成18年７月31日） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

  

  



  (１株当たり情報) 

 
    

  (注)１株当たり中間(当期)純利益及び中間純損失(△)並びに潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上 

    の基礎は以下のとおりであります。 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前事業年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

１株当たり純資産額 35,656円20銭 １株当たり純資産額 31,786円67銭 １株当たり純資産額 35,901円33銭

１株当たり中間純利益 1,204円16銭 １株当たり中間純損失 2,157円62銭 １株当たり当期純利益 1,532円08銭

 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

1,184円70銭
  
 
 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額については、潜在株
式が存在するものの１株当たり中間
純損失であるため記載しておりませ
ん。

 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

1,519円87銭

項目
前中間会計期間

(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前事業年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

１株当たり中間(当期)純利益又は 
中間純損失金額

 (1)中間(当期)純利益又は 
   中間純損失(△)  (千円)

122,099 △230,626 160,167

 (2)普通株主に帰属しない金額 
            (千円)

― ― ―

 (3)普通株式に係る中間(当期)純 
   利益又は中間純損失(△) 
            (千円) 

122,099 △230,626 160,167

 (4)普通株式の期中平均株式数 
             (株)

101,398 106,889 104,543

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益金額

 (1)中間(当期)純利益調整額 

          (千円)
― ― ―

 (2)普通株式増加数    (株) 1,665 ─ 840

  (うち新株予約権)   (株) (1,665) (─) (840)

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間(当期)純利

益の算定に含まれなかった潜在株式

の概要

平成13年改正旧商法第
280条ノ20及び平成13年
改正旧商法第280条ノ21
の規定に基づく新株予
約権
 株主総会の決議年月日
  平成17年10月27日 
 新株予約権の数 
  992個 
 新株予約権の目的とな 
 る株式の種類及び数 
  普通株式 992株
  

平成13年改正旧商法第
280条ノ20及び平成13年
改正旧商法第280条ノ21
の規定に基づく新株予
約権
株主総会の決議年月日

  平成17年10月27日 
 新株予約権の数 
  946個 
 (平成19年１月末現在) 
 新株予約権の目的とな 
 る株式の種類及び数 
  普通株式 946株 
 (平成19年１月末現在)

平成13年改正旧商法第
280条ノ20及び平成13年
改正旧商法第280条ノ21
の規定に基づく新株予
約権
株主総会の決議年月日

  平成17年10月27日 
 新株予約権の数 
  951個 
 (平成18年７月末現在) 
 新株予約権の目的とな 
 る株式の種類及び数 
  普通株式 951株 
 (平成18年７月末現在)



(重要な後発事象) 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前事業年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

１ 株式取得による子会社化

  株式取得による子会社化

  当社は、平成17年12月26日に株

式会社イベリカと締結した株式譲

渡契約に基づき、平成18年２月６

日に同社の100％子会社の株式会

社ベルテールの全株式を取得し、

当社の子会社となりました。

 (1) 子会社化の目的

   株式会社ベルテールは、九州

地方を中心に多岐にわたり創薬

等試験事業サービスを提供して

いる株式会社イベリカの100％

子会社で、株式会社イベリカの

ＣＲＯ事業とＳＭＯ事業との混

在を解消し、ＳＭＯに特化した

より専門性の高い高品質のサー

ビスを提供するために会社分割

により設立されました。株式会

社イベリカは既に九州地方にお

いて多くの医療機関と提携して

おり、治験において多くの症例

実績をあげていることから、同

社と広範囲な新薬開発支援事業

で協力していくことにより、提

携医療機関を確保し、更なる受

注能力の拡大及び業務拡大を図

ることが期待できます。

 (2) 子会社化する会社の概要

   名称：株式会社ベルテール

   事業内容：ＳＭＯ事業

   従業員数：50名

（平成17年12月14日現在）

   資本金：10,000千円

（平成17年12月14日現在）

   本店所在地：福岡県福岡市

    博多区博多駅東二丁目6-26

   代表者：代表取締役社長 

    川窪 晃己

 (3) 株式取得の時期

平成18年２月６日

 (4) 取得する株式の数、取得価額

及び取得後の持分比率

取得する株式の数  200株

取得価額   850,000千円

   取得後の持分比率  100％

１ 子会社の解散

  当社は、平成19年３月９日開催 

 の取締役会において、連結子会社 

 である株式会社ＳＯＧＯメディプ 

 ラスが業績不振であることを理由 

 として、同社への短期貸付金の元 

 利金18,234千円の債権放棄および 

 同社の解散を決議しました。 

  なお当中間会計期間において、 

 同元利金のうち18,215千円につい 

 ては貸倒引当金を設定し、また同 

 社株式については子会社株式評価 

 損として44,969千円を計上してお 

 ります。 

解散する子会社の概要 

 ① 商号：株式会社ＳＯＧＯメデ 

 ィプラス 

 ② 本店所在地：東京都新宿区四 

 谷二丁目13番3号 

 ③ 代表者：代表取締役桐畑 博史 

 ④ 設立年月日： 

      平成17年11月１日 

 ⑤ 資本金：60,000千円 

 ⑥ 事業内容：治験コーディネー 

 ターの派遣業務および医療従事者 

 の人材紹介業務 

 ⑦ 主要株主：当社80％ 

 ⑧ 解散の時期： 

    解散日 

     平成19年３月９日 

    清算結了 

     平成19年５月予定 

 ⑨ 負債総額：26,507千円

２ 自己株式の取得

  自己株式の取得に関しまして
 は、中間連結財務諸表等の「重要 
 な後発事象」に記載しておりま 
 す。

３ 持株会社体制への移行

  持株会社体制への移行に関しま
 しては、中間連結財務諸表等の 
 「重要な後発事象」に記載してお 
 ります。

１ 自己株式の取得

  自己株式の取得に関しまして

は、連結財務諸表等の「重要な後

発事象」に記載しております。



  

 
  

  

(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年８月１日
至 平成18年１月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日
至 平成19年１月31日)

前事業年度
(自 平成17年８月１日
至 平成18年７月31日)

 (5) 支払資金の調達

   エクイティーコミットメント

ラインに基づく指定通知書によ

りメリルリンチ日本証券株式会

社が新株予約権を行使すること

で得られる約５億円と自己資金

でまかないます。     

  

────── ──────



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 自己株券買付状況報告書 

  報告期間 (自 平成18年９月19日 至 平成18年９月30日) 

  平成18年10月17日関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第17期 (自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

平成18年10月27日関東財務局長に提出 

(3) 自己株券買付状況報告書 

  報告期間 (自 平成18年10月１日 至 平成18年10月18日) 

  平成18年11月10日関東財務局長に提出 

(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号及び同項第７号の２(会社分割)の規定に 

基づく臨時報告書であります 

平成19年３月９日関東財務局長に提出 

(5) 自己株券買付状況報告書 

  報告期間 (自 平成19年３月12日 至 平成19年３月31日) 

  平成19年４月10日関東財務局長に提出 

  



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成１８年４月１９日

株式会社 綜合臨床薬理研究所 

 取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社綜合臨床薬理研究所の平成１７年８月１日から平成１８年７月３１日までの連結

会計年度の中間連結会計期間（平成１７年８月１日から平成１８年１月３１日まで）に係る中間連結財

務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、株式会社綜合臨床薬理研究所及び連結子会社の平成１８年１月３１日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１７年８月１日から平成１８年１月

３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

  （重要な後発事象）に記載のとおり、会社は平成１８年２月６日に株式会社ベルテールの株式の全

てを取得した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上

 

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小野 隆良  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  矢定 俊博  印 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が
別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成１９年４月２６日

株式会社 綜合臨床薬理研究所 

 取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社綜合臨床薬理研究所の平成１８年８月１日から平成１９年７月３１日までの連結

会計年度の中間連結会計期間（平成１８年８月１日から平成１９年１月３１日まで）に係る中間連結財

務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、株式会社綜合臨床薬理研究所及び連結子会社の平成１９年１月３１日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年８月１日から平成１９年１月

３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更（収益の計上基準の変更）に記載のと

おり、会社は当中間連結会計期間より、ＳＭＯ事業収入の収益計上基準を変更した。 

２.（重要な後発事象）１．に記載のとおり、会社は平成１９年３月９日開催の取締役会において、連

結子会社である株式会社SOGOメディプラスへの債権放棄および同社の解散を決議している。 

３.（重要な後発事象）２．に記載のとおり、会社は平成１９年３月９日開催の取締役会において、自

己株式の取得を決議している。 

４.（重要な後発事象）３．に記載のとおり、会社は平成１９年３月９日開催の取締役会において、持

株会社体制へ移行する旨の基本方針を決議している。 

  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 

以  上

 

仰星監査法人

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  中川 隆之  印 

 
業務執行社員

公認会計士  原  伸夫  印 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が
別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成１８年４月１９日

株式会社 綜合臨床薬理研究所 

 取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社綜合臨床薬理研究所の平成１７年８月１日から平成１８年７月３１日までの第１

７期事業年度の中間会計期間（平成１７年８月１日から平成１８年１月３１日まで）に係る中間財務諸

表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社綜合臨床薬理研究所の平成１８年１月３１日現在の財政状態及び同日を

もって終了する中間会計期間（平成１７年８月１日から平成１８年１月３１日まで）の経営成績に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

  （重要な後発事象）に記載のとおり、会社は平成１８年２月６日に株式会社ベルテールの株式の全

てを取得した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上

 

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小野 隆良  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  矢定 俊博  印 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が
別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成１９年４月２６日

株式会社 綜合臨床薬理研究所 

 取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社綜合臨床薬理研究所の平成１８年８月１日から平成１９年７月３１日までの第１

８期事業年度の中間会計期間（平成１８年８月１日から平成１９年１月３１日まで）に係る中間財務諸

表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社綜合臨床薬理研究所の平成１９年１月３１日現在の財政状態及び同日を

もって終了する中間会計期間（平成１８年８月１日から平成１９年１月３１日まで）の経営成績に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更（収益の計上基準の変更）に記載のと

おり、会社は当中間連結会計期間より、ＳＭＯ事業収入の収益計上基準を変更した。 

２.（重要な後発事象）１．に記載のとおり、会社は平成１９年３月９日開催の取締役会において、連

結子会社である株式会社SOGOメディプラスへの債権放棄および同社の解散を決議している。 

３.（重要な後発事象）２．に記載のとおり、会社は平成１９年３月９日開催の取締役会において、自

己株式の取得を決議している。 

４.（重要な後発事象）３．に記載のとおり、会社は平成１９年３月９日開催の取締役会において、持

株会社体制へ移行する旨の基本方針を決議している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上

 

仰星監査法人

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  中川 隆之  印 

 
業務執行社員

公認会計士  原  伸夫  印 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が
別途保管しております。
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